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１．17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 27,209 (7.0) 130 (△13.9) 228 (△2.6)

16年９月中間期 25,439 (8.0) 151 (2.4) 234 (0.8)

17年３月期 54,427 　 366 　 520 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 43 (△65.6) 8 85

16年９月中間期 125 (50.5) 25 28

17年３月期 66 　 10 09
(注) ① 期中平均株式数 17年９月中間期 4,894,648株 16年９月中間期 4,980,372株 17年３月期 4,966,345株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　

　

　 円 銭 円 銭

17年９月中間期 0 00 ――――――

16年９月中間期 0 00 ――――――

17年３月期 ―――――― 9 00
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 29,251 4,492 15.4 917 97

16年９月中間期 27,861 4,508 16.2 905 22

17年３月期 28,587 4,398 15.4 895 27
(注) ① 期末発行済株式数 17年９月中間期 4,894,326株 16年９月中間期 4,980,006株 17年３月期 4,894,796株

　 ② 期末自己株式数 17年９月中間期 90,874株 16年９月中間期 5,194株 17年３月期 90,404株

　

２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 56,000 540 120 9 00 9 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　24円07銭

　

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。　
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６．中間財務諸表等

(1) 中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 1,164,607 　 　 1,400,014 　 　 1,290,349 　 　

　２　受取手形 　 10,780,615 　 　 10,711,907 　 　 10,811,036 　 　

　３　売掛金 　 6,287,418 　 　 7,268,500 　 　 6,680,318 　 　

　４　完成工事未収入金 　 539,118 　 　 332,316 　 　 581,027 　 　

　５　棚卸資産 　 1,962,539 　 　 1,310,760 　 　 1,507,789 　 　

　６　その他 　 677,127 　 　 827,140 　 　 328,847 　 　

　　　貸倒引当金 　 △591,839 　 　 △297,828 　 　 △175,576 　 　

　　　流動資産合計 　 　 20,819,587 74.7 　 21,552,812 73.7 　 21,023,791 73.5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 土地 　 2,630,940 　 　 2,606,556 　 　 2,630,940 　 　

　　(2) その他 　 715,745 　 　 823,669 　 　 861,831 　 　

　　　有形固定資産合計 　 3,346,685 　 　 3,430,225 　 　 3,492,771 　 　

　２　無形固定資産 　 421,780 　 　 449,131 　 　 424,140 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資その他の
　　　　資産

※１ 3,519,652 　 　 4,033,045 　 　 4,575,937 　 　

　　　　貸倒引当金 　 △246,566 　 　 △214,208 　 　 △928,739 　 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 3,273,086 　 　 3,818,837 　 　 3,647,197 　 　

　　　固定資産合計 　 　 7,041,551 25.3 　 7,698,194 26.3 　 7,564,109 26.5

　　　資産合計 　 　 27,861,139 100.0 　 29,251,006 100.0 　 28,587,901 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 3,227,268 　 　 3,458,390 　 　 3,390,501 　 　

　２　買掛金 　 12,533,940 　 　 13,341,085 　 　 13,890,073 　 　

　３　短期借入金 　 5,230,000 　 　 5,060,000 　 　 4,210,000 　 　

　４　賞与引当金 　 201,961 　 　 207,554 　 　 197,700 　 　

　５　その他 ※２ 509,460 　 　 360,746 　 　 730,542 　 　

　　　流動負債合計 　 　 21,702,630 77.9 　 22,427,776 76.7 　 22,418,818 78.4

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 1,345,000 　 　 1,765,000 　 　 1,355,000 　 　

　２　退職給付引当金 　 199,829 　 　 216,908 　 　 214,562 　 　

　３　役員退職慰労引当金 　 ― 　 　 247,370 　 　 132,655 　 　

　４　その他 　 105,669 　 　 101,094 　 　 68,700 　 　

　　　固定負債合計 　 　 1,650,499 5.9 　 2,330,372 7.9 　 1,770,918 6.2

　　　負債合計 　 　 23,353,129 83.8 　 24,758,149 84.6 　 24,189,736 84.6

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 654,190 2.3 　 654,190 2.2 　 654,190 2.3

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 601,300 　 　 601,300 　 　 601,300 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 601,300 2.2 　 601,300 2.1 　 601,300 2.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 102,000 　 　 102,000 　 　 102,000 　 　

　２　任意積立金 　 2,592,451 　 　 2,589,860 　 　 2,592,451 　 　

　３　中間(当期)未処分
　　　利益

　 390,644 　 　 316,738 　 　 330,862 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 3,085,095 11.1 　 3,008,598 10.3 　 3,025,313 10.6

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 172,855 0.6 　 323,297 1.1 　 211,406 0.7

Ⅴ　自己株式 　 　 △5,431 △0.0 　 △94,529 △0.3 　 △94,045 △0.3

　　　資本合計 　 　 4,508,009 16.2 　 4,492,856 15.4 　 4,398,164 15.4

　　　負債資本合計 　 　 27,861,139 100.0 　 29,251,006 100.0 　 28,587,901 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 3 ―



② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 25,439,834 100.0 　 27,209,305 100.0 　 54,427,051 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 23,361,106 91.8 　 25,031,892 92.0 　 50,014,779 91.9

　　　売上総利益 　 　 2,078,727 8.2 　 2,177,412 8.0 　 4,412,271 8.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※６ 　 1,926,943 7.6 　 2,046,672 7.5 　 4,045,687 7.4

　　　営業利益 　 　 151,784 0.6 　 130,740 0.5 　 366,584 0.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 153,059 0.6 　 171,945 0.6 　 306,622 0.6

Ⅴ　営業外費用
※２
※６

　 70,740 0.3 　 74,672 0.3 　 152,520 0.3

　　　経常利益 　 　 234,103 0.9 　 228,013 0.8 　 520,687 1.0

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 3,130 0.0 　 31,932 0.1 　 11,688 0.0

Ⅶ　特別損失
※４
※５

　 10,719 0.0 　 182,533 0.6 　 331,745 0.6

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

　 　 226,513 0.9 　 77,412 0.3 　 200,630 0.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 121,022 　 　 13,484 　 　 301,934 　 　

　　　法人税等調整額 　 △20,407 100,614 0.4 20,589 34,073 0.1 △167,420 134,513 0.3

　　　中間(当期)純利益 　 　 125,898 0.5 　 43,338 0.2 　 66,117 0.1

　　　前期繰越利益 　 　 264,745 　 　 273,400 　 　 264,745 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 390,644 　 　 316,738 　 　 330,862 　
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　① 子会社株式

移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

　① 子会社株式

同左

(1) 有価証券

　① 子会社株式

同左

　 　② その他有価証券

　　 時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定)

　② その他有価証券

　　 時価のあるもの

同左

　② その他有価証券

　　 時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定)

　 　　 時価のないもの

移動平均法による

原価法

　　 時価のないもの

同左

　　 時価のないもの

同左

　 (2) 棚卸資産

　① 商品

移動平均法による原価

法

　② 未成工事支出金

個別法による原価法

(2) 棚卸資産

　① 商品

同左

　

　② 未成工事支出金

同左

(2) 棚卸資産

　① 商品

同左

　

　② 未成工事支出金

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　　主な耐用年数

　　　　建物・構築物

　　　　　３～50年

車両運搬具・

器具及び備品

　　　　　２～20年

(1) 有形固定資産

同左

　

(1) 有形固定資産

同左

　

　 (2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間

(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　均等償却

(償却期間については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。)

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

　 (4) 投資不動産

　　定率法

　　　主な耐用年数

　　　　４～50年

(4) 投資不動産

同左

(4) 投資不動産

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　① 一般債権

　債権の貸倒れによる

損失に備えるため、貸

倒実績率法によってお

ります。

(1) 貸倒引当金

　① 一般債権

同左

(1) 貸倒引当金

　① 一般債権

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 　② 貸倒懸念債権及び

　 　破産更生債権

　債権の貸倒れによる

損失に備えるため、個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上しております。

　② 貸倒懸念債権及び

　　 破産更生債権

同左

　② 貸倒懸念債権及び

　　 破産更生債権

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

　数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処

理することとしており

ます。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当期末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

　数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処

理することとしており

ます。
　 (4) 役員退職慰労引当金

　　　 ―――――

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役

員退職慰労金規定に基

づく中間期末要支給額

を計上しております。
　
（追加情報）

　従来、役員の退職慰労

金を支出時の費用として

処理しておりましたが、

前事業年度の下期より役

員退職慰労金規定に基づ

く期末要支給額を計上す

る方法に変更いたしまし

た。

　従って、前中間会計期

間は従来の方法によって

おり、当中間会計期間と

同一の方法を採用した場

合と比べ、前中間会計期

間の営業利益及び経常利

益は5,486千円、税引前

中間純利益は127,169千

円多く計上されておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役

員退職慰労金規定に基

づく期末要支給額を計

上しております。

　

　(会計処理方法の変更)

　従来、役員の退職慰労

金を支出時の費用として

処理しておりましたが、

当事業年度より役員退職

慰労金規定に基づく期末

要支給額を計上する方法

に変更いたしました。こ

の変更は、役員退職慰労

引当金の計上が会計慣行

として定着しつつあるこ

とを勘案し、当事業年度

に役員退職慰労金規定を

整備したことを機に、役

員の在任期間にわたり合

理的に費用配分すること

により、期間損益の適正

化及び財務内容の健全化

を図るために行なったも

のであります。

　

― 6 ―



項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 　 　 　この変更により、当事

業年度の発生額10,973千

円は販売費及び一般管理

費に、過年度相当額

243,364千円について当

事業年度から２年間で均

等額を繰入計上すること

とし、当事業年度負担

額121,682千円は特別損

失に計上しております。

この結果、従来と同一の

方法を採用した場合と比

べ、営業利益及び経常利

益は10,973千円減少し、

税引前当期純利益は

132,655千円減少してお

ります。

　なお、役員の退職慰労

金に係る役員退職慰労金

規定を当下期に整備した

ため、当中間会計期間

は、従来の方法によって

おります。従って、当中

間会計期間は変更後の方

法によった場合と比べ、

営業利益及び経常利益

は5,486千円、税引前中

間純利益は127,169千円

多く計上されておりま

す。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の方法の変更

　

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

―――――

　
　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会　平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会　平成15年10月31日　企

業会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。

　これにより税引前中間純利益は

52,400千円減少しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産及び投資不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 1,119,919千円

投資不動産 169,893千円

※１　有形固定資産及び投資不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 1,159,681千円

投資不動産 187,482千円

※１　有形固定資産及び投資不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 1,141,741千円

投資不動産 178,969千円

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　　　 ―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 10,639千円

仕入割引 66,264千円

不動産賃貸
収入

35,903千円

受取協賛金 5,253千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 12,070千円

仕入割引 60,127千円

不動産賃貸
収入

37,856千円

受取協賛金 10,194千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 25,236千円

仕入割引 131,229千円

不動産賃貸
収入

74,195千円

受取協賛金 11,410千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 26,023千円

売上割引 28,476千円

不動産賃貸
費用

15,945千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 24,928千円

売上割引 32,721千円

不動産賃貸
費用

16,425千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 51,398千円

売上割引 61,442千円

不動産賃貸
費用

36,966千円

※３　　　 ――――― ※３　特別利益の主要項目

賞与引当金
戻入益

23,470千円

※３　　　 ―――――

※４　特別損失の主要項目

投資有価証券
評価損

5,675千円

※４　特別損失の主要項目

投資有価証券
評価損

8,381千円

過年度役員退

職慰労引当金

繰入額

121,682千円

減損損失 52,400千円

※４　特別損失の主要項目

貸倒引当金
繰入額

200,000千円

過年度役員退

職慰労引当金

繰入額

121,682千円

※５　　　 ―――――

　

※５　減損損失

　　　　当社は、以下の資産グルー
プについて減損損失を計上し
ております。

　

　 場所
福岡県筑紫野市
鹿児島県鹿児島市　他

　 用途 遊休資産

　 種類 土地、建物、投資不動産
　

　当社は、事業用資産については
各事業所単位で、賃貸用不動産及
び遊休資産については各物件単位
で、本社設備等は共用資産として
グルーピングしております。
　市場価額の著しい下落により、
遊休資産に区分されている上記の
土地、建物及び投資不動産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額52,400千円を減損損失
として特別損失に計上しておりま
す。その内訳は、土地10,383千
円、建物4,531千円、投資不動産
37,484千円であります。
　なお、当資産グループの回収可
能価額は、正味売却価額により測
定し、固定資産税評価額等をもと
に算出し評価しております。

※５　　　 ―――――
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前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※６　減価償却実施額

有形固定資産 28,204千円

無形固定資産 356千円

投資その他の
資産

(投資不動産)
8,353千円

※６　減価償却実施額

有形固定資産 31,365千円

無形固定資産 664千円

投資その他の
資産

(投資不動産)
8,512千円

※６　減価償却実施額

有形固定資産 57,337千円

無形固定資産 873千円

投資その他の
資産

(投資不動産)
17,429千円
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　 その他

　
(車両運搬具
・器具及び

備品)

取得価額
相当額

165,933千円

減価償却
累計額
相当額

125,277千円

中間期末残高
相当額

40,655千円

　 その他

　
(車両運搬具
・器具及び

備品)

取得価額
相当額

92,158千円

減価償却
累計額
相当額

76,292千円

中間期末残高
相当額

15,866千円

　 その他

　
(車両運搬具
・器具及び

備品)

取得価額
相当額

116,879千円

減価償却
累計額
相当額

93,579千円

期末残高
相当額

23,299千円

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

　 　

　 　

１年以内 30,194千円

１年超 40,237千円

合計 70,432千円

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額等

　　　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 13,852千円

１年超 13,293千円

合計 27,146千円

　②　未経過リース料期末残高相当

額

　 　

　 　

１年以内 19,231千円

１年超 19,430千円

合計 38,662千円

　③　支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

　 　

　 　

　支払リース料 19,476千円

　減価償却費
　相当額

14,971千円

　支払利息
　相当額

957千円

　③　支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

　支払リース料 11,835千円

　減価償却費
　相当額

6,922千円

　支払利息
　相当額

330千円

　③　支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

　 　

　 　

　支払リース料 26,639千円

　減価償却費
　相当額

19,939千円

　支払利息
　相当額

1,056千円

　④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数と

し、残存価額を10％として計

算した定率法による減価償却

費相当額に10/９を乗じた額を

減価償却費相当額としており

ます。

　④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　　利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。

　　　利息相当額の算定方法

同左

　　　利息相当額の算定方法

同左

　 （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損

失はありません。
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成16年９月30日)、当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末(平

成17年３月31日)

　子会社株式で時価のあるものはありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 905円22銭 917円97銭 895円27銭

１株当たり中間(当期)
純利益

25円28銭 8円85銭 10円09銭

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

　潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。
　

同左 同左

　

(注)　１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 125,898千円 43,338千円 66,117千円

普通株主に帰属しない
金額

―千円 ―千円 16,000千円

(うち利益処分による
役員賞与金)

(―千円) (―千円) (16,000千円)

普通株式に係る中間
(当期)純利益

125,898千円 43,338千円 50,117千円

普通株式の
期中平均株式数

4,980千株 4,894千株 4,966千株
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(重要な後発事象)

　

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

―――――

　
　

―――――

　

(1) 平成17年４月１日付で、当社は

九州ダイナ㈱の株式を取得し、

同社を子会社といたしました。

①　株式取得の理由

新しい販売チャネルの開

拓、大分県及び福岡県の販

売網の強化

②　株式取得の相手先の名称

大建工業㈱

③　買収する会社の名称、事業内

容、規模

会社の名称

九州ダイナ㈱

事業内容

建築資材及び木材の販

売、建築工事業

規模

資本金　20,000千円

           (平成16年３月31日現在)

売上高　1,524百万円

           (平成16年３月期)

④　株式取得の時期

平成17年４月１日

⑤　取得する株式の数、取得価額

及び取得後の議決権比率

取得する株式の数

30,000株

取得価額

71,000千円

取得後の議決権比率

100％
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前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

―――――

　
　

―――――

　

(2) 平成17年６月７日付で、当社は

㈱岡山石田の株式を取得し、同

社を子会社といたしました。

①　株式取得の理由

新しい販売チャネルの開

拓、岡山県の販売網の強化

②　株式取得の相手先の名称

ライフォス㈱他

③　買収する会社の名称、事業内

容、規模

会社の名称

㈱岡山石田

事業内容

建設資材及び住宅設備機

器の販売

規模

資本金　20,000千円

           (平成16年６月25日現在)

売上高　2,470百万円

           (平成16年６月期)

④　株式取得の時期

平成17年６月７日

⑤　取得する株式の数、取得価額

及び取得後の議決権比率

取得する株式の数

17,000株

取得価額

254,972千円

取得後の議決権比率

52％
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